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研究成果の概要（和文）： 
 生活習慣改善のための電子メールとウェブサイトを用いた保健指導プログラムを行い、その
効果を検証した。ウェブ上で個別メッセージを提供した介入群は検査値が有意に改善したが、
介入群と同様のウェブサイトの内容を提供した対照群では検査値の有意な改善はみられなかっ
た。このことから、支援者からの適切なアドバイスが改善効果を高めたと考えられた。保健指
導にウェブサイトを効果的に用いていくためには、健康を自己管理できる環境の提供とともに
健康状態が改善するよう専門家が適切なアドバイスをすることが必要であると考えられた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The present study aims to examine the effects of web-based health guidance program on 

workers’ lifestyles. Participants of Intervention Group who were provided individual 
online advice showed significant improvements, while those of Control Group who were 
provided the same contents of the website did not.  This shows that individual online 
advice has positive effects. For the effective use of web-based health guidance, experts 
should give appropriate advice as well as offering a good environment for health care. 
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１．研究開始当初の背景 
 我が国では糖尿病をはじめとする心疾
患・脳血管疾患等の生活習慣病が増え続けて
いること、そしてそれに起因する要介護高齢
者の増大が大きな社会問題となっている。こ
のような現状から、医療制度改革のひとつと
して、内臓脂肪症候群に着目した健診・保健
指導の義務化が進められている。保健指導従

事者には、対象とする人々の生活習慣の改善
に有効な保健指導の企画と実践が求められ
る。 
保健指導は個別と集団を対象とした方法

に大別され、特に個別保健指導は対象者の生
活状況や健康課題の個別性を重視した支援
を行う点で効果が認められている。個別指導
の回数を増やすことによって、より高い効果
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が得られるという報告もある 1）。しかしその
一方で、実践の場においては、面接の時間・
頻度の制約やマンパワーの限界等、実施上の
課題も多い。このような実状を背景に、近年、
急速に普及してきた電子メールやインター
ネット等の情報技術を用いた保健指導が活
用されはじめている。このような保健指導で
は面接以外の双方向通信による指導方法を
用いることによって、個別性を重視した支援
の有効性が期待できるだけでなく、時間やマ
ンパワーの効率化による実用性も期待でき
る。情報技術は今後も一層発展し普及してい
くと予測され、生活習慣改善のための保健指
導に電子メールやインターネット等の情報
技術を活用することは、有効性・実用性の両
面からみて意義があると考えられる。 
個別保健指導の具体的な方法・内容につい

ては、保健指導従事者の個々の技量にゆだね
られ、系統的に行われているものは少ないの
が現状である。特に、電子メールやインター
ネット等の情報技術を用いた保健指導は比
較的新しい方法であるため、実証的研究に基
づいて生活習慣改善に有効な指導期間やプ
ロセス、指導内容、教育媒体等を明らかにし、
プログラム化していくことが必要である。欧
米においても、情報技術を用いたヘルスケア
の変革が注目されており、コンピュータ化に
よる保健指導 2)3)や電子メールによる双方向
通信指導等のプログラムの開発に関する研
究 4)5)が進められている。しかし、欧米にお
ける先行研究では、対象とする人々の社会
的・文化的・民族的な背景に違いがあり、必
ずしも我国に適応できない側面がある。我国
の対象集団の生活と健康の特性を考慮した
保健指導プログラムの開発が必要である。ま
た、特定の生活習慣や健康課題に焦点を当て
た指導プログラムに関する研究が多く、いく
つかの主要な生活習慣をトータルに改善す
る保健指導プログラムを開発する必要があ
ると考えた。 
そこで、本研究では勤労者を対象に電子メ

ールとウェブサイトを用いた保健指導プロ
グラムを作成し、実践することにより、その
有効性と実用性を検討することとした。 
 
２．研究の目的 
内臓脂肪症候群に着目して生活習慣改善

が必要な勤労者を対象に、電子メールとウェ
ブサイトを用いた保健指導プログラムを開
発することを目的とした。このプログラムで
は健康日本 21 に基づき、食事・運動・睡眠・
節酒・禁煙の 5つの生活習慣に焦点をあてた。 
具体的な手順を以下に記す。 

(1)これまでの筆者の研究結果と国内外の最
新の研究成果を参考に、保健指導プログラ
ムの方法・内容（教育媒体、評価指標、ウ
ェブサイト）および指導体制を検討した。 

(2)職域において、健康診断の結果、生活習慣
改善が必要な勤労者を対象者として選定
し、無作為に介入群と対照群 A、対照群 B
に分け、作成した保健指導プログラムを実
施した。 

(3)保健指導プログラムの実施後、対象者の生
活習慣・健康状態の変化から有効性を、対
象者の参加状況から実用性を、実施群と対
照群 A・B の比較により検討した。 

(4)勤労者が健康習慣に対する自己効力感を
高め、生活習慣病予防のための健康的な生
活を自己管理していけるよう支援する保
健指導プログラムにおける支援のあり方
を提示した。 

 
３．研究の方法 
(1)研究対象者 
A 事業所（金融業）で健診を受けた 30～60

歳の勤労者のうち医師の判定の結果、内臓脂
肪症候群とその予備軍、その他の軽度な異常
(高血圧、高脂血症、高血糖、肥満等)があり、
生活習慣の改善が必要とされた者で、生活習
慣改善の意志があり、研究への協力の同意が
得られた者 17名を対象者とした。 

17 名を無作為に介入群に 6名、対照群 A に
6 名、対照群 Bに 5 名を割り付けた。 
 
(2)保健指導の方法 
①ウェブサイトの構成 
ウェブサイトには、生活習慣改善に役立つ

情報提供ページ、自己観察日記(本人のみ閲
覧可)、仲間づくりのための電子掲示板を構
築した。情報提供ページは、筆者がこれまで
に行った電子メールによる保健指導の介入
研究 6)において、指導頻度が高かった指導内
容を生活習慣ごとに整理して示し、自由に閲
覧できるようにした。自己観察日記は、生活
習慣の改善目標の実施の有無、体重・歩数測
定値、対象者が自由に書き込めるコメント欄
を設けた。また、改善目標および体重測定値
は週・月単位で変化が分かるようにそれぞれ
一覧表、グラフで表示されるよう設定した。
自己観察日記への記入の利便性を高めるた
め、携帯電話のメール機能を用いてウェブサ
イト上への記録ができるよう設定した。 
対象者への個別指導のため、指導者が対象

者の自己観察日記を閲覧し、ウェブサイト上
に個別メッセージを送付すると、そのことを
対象者にメールで知らせる仕組みとした。 
セキュリティ確保のため、ウェブサイトに

はアクセス制限を設け、対象者個々に IDと
パスワードを配布した。また、研究や生活習
慣に関する対象者からの問い合わせに随時
対応できるよう、ウェブ上から指導者にメー
ルを送れるようにした。 
②保健指導の手順 

保健指導プログラムでははじめにすべて



 

 

の対象者に個別面接を行い、本研究で作成し
た生活習慣チェックシートおよび健診結果
を参考に、健康状態と好ましくない生活習慣
(食事・運動・睡眠・節酒・禁煙)についてア
ドバイスし、達成できそうだと思う改善目標
を設定してもらった。また、ウェブサイトの
使用方法を説明し、マニュアルとログイン用
の ID・パスワードを配布した。 
 個別面接の後、介入群と対照群 A には改善
目標の実施状況や感想、疑問などを 6ヶ月間
自己観察日記につけて自己観察することを
指導し、参加者同士の意見交換の場としてウ
ェブサイトの掲示板の利用を促した。さらに、
介入群 A には、個別指導としてスタートから
3 ヶ月までに計 4回（１回目；1週間後→2回
目；2 週間後→3回目；3週間後、4回目；3
週間後）、自己観察日記を参考に励ましや改
善方法の提案、情報提供ページの閲覧の促し
などの個別メッセージをウェブサイト上に
送った。Web 日記の記入が 2 週間ないときに
は記入を促す励ましのメールを送った。 
 対照群 B には、個別面接の後の 6 ヶ月間、
ウェブサイトの情報提供ページのみ使用し
てもらった。 
生活習慣や健康状態の変化を観察するた

め、すべての対象者に開始から 3ヶ月後、6
ヶ月後に生活習慣と自己効力感に関するア
ンケートと検査(血圧、肥満度、血液［血糖、
脂質、肝機能、尿酸］)を受けてもらった。 

保健指導は研究期間を通じて研究協力者
である A 事業所の産業保健師が行った。 
 
(3)評価指標 

保健指導の有効性を検討するため、対象者
の健康状態、健康習慣に対する自己効力感、
生活習慣を開始時、3ヶ月後、6 カ月後に把
握した。 
健康状態は、身体計測（体重・BMI）、血圧

測定、血液検査（空腹時血糖、HbA1c、総コ
レステロール、HDL コレステロール、LDLコ
レステロール、中性脂肪、AST、ALT、γ-GTP、
尿酸）により把握した。 
健康習慣に対する自己効力感と生活習慣

については、開始時は自記式質問紙（生活習
慣チェックシート）を用いて調査し、３ヶ月
後、6 カ月後はウェブ上のアンケートシステ
ムにより調査した。自己効力感は、筆者が先
行研究 7)で作成した 5つの健康習慣（栄養バ
ランス 10項目、運動 7項目、睡眠 6項目、
飲酒 8項目、禁煙 8 項目からなる）に対する
自己効力感尺度を用いて尋ねた。この尺度で
は、各項目について「自信がある（3 点）」「ま
あまあ自信がある（2点）」「あまり自信がな
い（1 点）」「自信がない（0 点）」の 4件法で
答えてもらい、5 つの尺度ごとに得点化した。
生活習慣は文献を参考に生活習慣病に関連
の深い行動について、食事 14 項目、運動 5

項目、睡眠 4 項目、飲酒 3項目の実施の有無
を「はい」「いいえ」などの選択肢で答えて
もらった。喫煙は喫煙の有無とファガストロ
ームのニコチン依存度 6項目を尋ねた。 
保健指導プログラムの実用性を把握する

ため、ウェブサイトの利用状況としてログイ
ン回数、自己観察日記の記入数・率をウェブ
サイトから把握した。 
 
(4)分析方法 
保健指導プログラムの有効性を分析する

ため、健康習慣に対する自己効力感、健康状
態(検査値）、生活習慣の開始時、3 ヶ月後、6
ヶ月後の変化を介入群、対照群 A、対照群 B
の 3群ごとに整理した。さらに、健康状態お
よび健康習慣に対する自己効力感は、3 群ご
とに開始時から 6 ヶ月後までの変化を
Friedman 検定により比較した。 
また、保健指導期間中のウェブサイトへの

ログイン回数、自己観察日記の記入日数・率
を算出した。さらに、ウェブサイトの同じ内
容を提供した介入群と対照群 A については、
ウェブサイトへのログイン回数と自己観察
日記の記入数を Mann-Whitney の U 検定によ
り比較した。さらに、自己観察日記の高頻度
記入者について、開始時に問題のあった検査
値の改善状況を検討した。 
 
(5)倫理的配慮 
面接指導の前に、研究の主旨や研究への協

力は自由であること、プライバシー保護に配
慮する旨を対象者に文書で説明し、文書によ
り研究への協力の同意を得た。 
 
４．研究成果 
(1)保健指導プログラムの実施状況と結果 
①対象者の概要 
 対象者 17 名の年齢は、30 歳代 7名、40歳
代 8 名、50 歳代 2 名であった。家族構成は、
配偶者と二人家族が 3 名、核家族が 8名、三
世代家族が 3名、その他が 3 名であった。職
種は、管理職が 5 名、専門・技術職が 2 名、
事務が 8 名、販売・営業が 2 名であった。勤
務形態は全員が常日勤であった。 
 全対象者が開始から 6ヶ月後まで本研究の
保健指導プログラムに参加した。 
 
②健康状態の変化（表１） 

介入群、対照群 A、対照群 B の各群につい
て、開始時から 3ヶ月後、6ヶ月後にかけて、
体重・BMI、血圧、血液検査値（空腹時血糖、
HbA1c、総コレステロール、HDLコレステロー
ル、LDLコレステロール、中性脂肪、AST、ALT、
γ-GTP、尿酸）が改善したかどうかを分析し
た。分析に先立ち、介入群、対照群 A、対象
群 Bの 3群間で開始時の健康状態に差がない
かを確認したところ、いずれの検査値でも有



 

 

意な差はなかった。本研究への参加後に高脂
血症の服薬治療が開始した 3 名（介入群；1
名、対照群 A；1名、対照群 B；1名）はコレ
ステロールおよび中性脂肪の分析からは除
いた。分析の結果、介入群は体重（開始時
79.8kg→6ヶ月後 76.7kg）・BMI（開始時 28.1
→6ヶ月後 27.0）、LDLコレステロール（開始
時 164.6mg/dl→6 ヶ月後 141.8mg/dl）、ALT
（開始時 66.8IU/ｌ→6ヶ月後 41.2IU/ｌ）が
有意に減少していた。対照群Ａは、開始時か
ら 6カ月後にかけて有意に改善した検査値は
なかった。対照群Ｂは開始時から 6 ヶ月後に
かけて、LDL コレステロール（開始時 173 
mg/dl→6 ヶ月後 136.3mg/dl）が有意に改善
していた（表 2）。なお、対照群 Aおよび対照
群 B で、HbA1c が有意に増加していたが、い
ずれも正常範囲内の変化であったため、健康
状態の悪化としては取り上げなかった。 
 
表１）3群別健康状態の変化（Friedman 検定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

栗山らの個別指導を強化することにより
効果が高まったという報告 1)や、Tateのウェ
ブサイトによる保健指導で専門家による個
別のメール指導があった群で減量等の効果
が高まったという報告 4)と同様に、本研究の
保健指導でも支援者からの適切なフィード
バックが健康状態改善への効果を高めたと
考えられた。ウェブサイトを保健指導に効果
的に用いていくためには、健康を自己管理で
きる環境の提供とともに健康状態が改善す
るよう専門家が適切なアドバイスをするこ
とが必要である。 
 
③健康習慣に対する自己効力感の変化（表 2） 
 5 つの健康習慣に対する自己効力感は、そ
れぞれ得点化し（栄養バランス；0-30 点、運
動；0-21 点、睡眠；0-18 点、飲酒 0-24 点、
禁煙 0-24 点）、開始時から 3 ヶ月後、6 ヶ月
後の変化を分析した。ただし、介入群 A・対
照群 Bでは喫煙者がそれぞれ 1名であったた
め、喫煙に対する自己効力感尺度得点の分析
は行わなかった。その結果、介入群では、栄
養バランスの自己効力感得点（以下 SE 得点
とする）が開始時 13.2 点から 6 ヶ月後 13.8
点、節酒の SE得点が開始時 13.3点から 14.0
点、身体活動の SE 得点が 11.2 点から 12.0
点にそれぞれ上昇していたが、統計学的な有
意差はみられなかった。対照群 Aでは、栄養
バランスの SE得点が開始時 15.7点から 6ヶ
月後 16.6 点、身体活動の SE 得点が開始時
10.8点から 6ヶ月後 12.4点、睡眠の SE得点
が開始時 8.7 点から 9.6 点、節酒の SE 得点
が開始時 12.8 点から 16.2 点、睡眠の各 SE
得点が上昇したが、統計学的な有意差はなか
った。対照群 B では、栄養バランスの SE 得
点が開始時 15.7点から 6ヶ月後 16.6点に有
意に上昇していた。また、有意差はなかった
が、睡眠の SE得点が開始時 10.8点から 6ヶ
月後 11.6点に上昇していた。 
 
表２）健康習慣に対する自己効力感の変化
（Friedman検定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 

 

これらのことから、対照群 B は面接指導と
ウェブサイトの情報提供のみを行った群で
あるが、面接指導での改善目標の設定への支
援や情報提供などの最小の支援であっても、
栄養バランスに対する自己効力感を高める
介入になったと考えられる。また、対象群 B
は LDLコレステロールが有意に改善し、また
有意差はないものの改善のみられた検査値
もあり、その成功体験が食事に対する自己効
力感の上昇に影響を与えたと推察される。一
方、介入群は保健師による個別メッセージが
あり、検査値が他の対象群に比べて複数項目
で改善しており、この成功体験が自己効力感
に影響すると考えられたが、有意な上昇はみ
られなかった。このため、さらに長期的な視
点で自己効力感に対する介入効果を把握し
ていく必要がある。 
 
④生活習慣の変化 
 生活習慣は食事 14 項目、運動 5 項目、睡
眠 4項目、飲酒 3項目の実施の有無や頻度を、
生活習慣チェックシートにより開始時、3 ヶ
月後、6 ヶ月後に把握し、3 群ごとに開始時
から 6ヶ月後に望ましい生活習慣を実施して
いる者の割合が増えた項目数を整理した。そ
の結果、介入群では、食事で 3項目、運動で
3 項目、睡眠で 0 項目、飲酒で 1 項目であっ
た。対照群 A では、食事で 7 項目、運動で 4
項目、睡眠で 1項目、飲酒で 2項目であった。
対照群 B では、食事で 10 項目、運動で 2 項
目、睡眠で 1 項目、飲酒で 0 項目であった。
喫煙は、喫煙者が介入群に 1 名、対象群 Aに
3 名、対象群 B に 1 名いたが、禁煙に取り組
んだ者はいなかった。 
 この結果から、対象群 Bは好ましい生活習
慣に行動変容した者の割合が増えた項目が
あるものの、検査値の有意な改善にはつなが
っておらず、生活習慣への具体的な取り組み
方法が検査値を改善させるには十分でなか
ったと考えられる。そのため、健康状態改善
のための適切な行動がとれているかを確認
し、具体的方法に示す必要性がある。 
 
⑤ウェブサイトの利用状況(表 3) 
ウェブサイトの利用状況としてログイン

回数、自己観察日記の記入日数・率をウェブ
サイトから把握した。その結果、全期間のロ
グイン回数は、介入群で最小 9 回、最大 146
回、対照群 Aで最小 4回、最大 209 回、対照
群 Bで最小 3回、最大 8回であった。ウェブ
サイトの同じ内容を提供した介入群と対照
群 Aの全期間のログイン回数を Mann-Whitney
検定により比較したところ、有意差はなかっ
た。また、自己観察日記への記入日数でも介
入群と対照群 A で有意差はなかったが、対象
群 A では記入率 10％以下の対象が 3 人いた。
携帯電話から自己観察日記に記入する機能

を使っていた対象者は介入群の K5、対象群 A
の A1 の計 2 名であった。 
さらに、自己観察日記の記入率が 80％以上

の高頻度であった対象者について健康状態
の変化との関連性について分析した。介入群
では、対象者 K2 は自己観察日記の記入率が
99％で、開始時に問題のあった検査値 9つの
うち 7つを改善することができていた。また、
対象者 K5 は日記の記入率が 82％で、開始時
に問題のあった検査値 5つのうち 3つを改善
することができていた。一方、対象群 Aでは、
日記記入率が 99％の対象者 A4、100％の対象
者 A5 では、開始時に問題のあった検査値の
改善はみられなかった。 
 

表３)介入群と対象群のログイン回数・自己
観察日記への記入日数・率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
Tate4)らのウェブサイトを用いた保健指導

の介入研究では、カウンセラーによるコミュ
ニケーションを加えた群でよりログイン回
数が多かったと報告されており、本研究とは
異なる結果であった。本研究では開始時の面
接に加えて、3 ヶ月後、6 ヶ月後の検査時お
よびその結果返却時に産業保健師と面会す
る機会があり、これが対象群 Aにとって日記
記入などの動機づけを高める要素となって
いたと考えられる。このことから自己観察日
記や情報提供等を含むウェブサイトは、対象
者が自発的に生活習慣改善に取り組む環境
となることが分かった。しかし、対象群 Bの
日記記入率の高頻度者 2名は、健康状態の改
善がみられず、取り組んだ改善目標が健康状
態の改善に影響を及ぼすに至らなかったと



 

 

考えられる。行動変容に取り組んでいるにも
関わらず健康状態の改善がみられない対象
者に対しては、健康状態改善の成果を引き出
せるよう、より細やかな個別指導の必要性が
ある。また、介入群、対象群 Aのいずれにお
いても、自己観察日記への記入率が低い対象
者がいることから、使用しやすさ等の改善が
必要であると示唆された。 
 
(2)保健指導プログラムにおけるウェブサイ
トと支援のあり方 
職域における健康管理の一環としてウェ

ブサイトを活用することは、対象者が生活習
慣の改善に主体的に取り組む環境を提供す
ることにつながることが本研究で検証され
た。ウェブサイトの環境および内容として、
情報提供ページでは、確実に健康状態の改善
を導く生活習慣のより具体的な改善方法の
提案とそれを対象者が目的別に検索・閲覧し
やすくする仕組み、携帯電話からも随時閲覧
できる仕組み等が必要である。また、自己観
察日記においては、記入率を高める工夫とし
て、改善目標への取り組み成果をグラフなど
で見やすくする工夫や、携帯電話からも簡単
に入力できる仕組みとすることが必要であ
る。掲示板は本研究では、介入群と対象群Ａ
別に設けたことにより、参加者が少なく仲間
づくりには至らなかったため、今後の研究に
より仲間づくりの形成過程や行動変容に与
える影響を検証したい。ウェブサイトの提供
において支援者は、ウェブサイトを主体的に
活用できない対象者や、行動変容に取り組ん
でいるにも関わらず健康状態の改善がみら
れない対象者等に対して成果を導くよう個
別に支援していく必要がある。 
 本研究は、対象者 17名を介入群、対象群 A、
対象群 Bの 3群に無作為に振り分けてウェブ
サイトを用いた保健指導を実施し、3 群ごと
に健康状態、生活習慣、健康習慣に対する自
己効力感、ウェブサイトの利用状況を分析し
た。生活習慣改善には個別性の高い問題が多
いため、今後は対象者個々の生活習慣改善へ
の取り組み状況とその成果について詳細に
分析し、ウェブサイトを用いた保健指導プロ
グラムに反映させていきたい。 
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